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1 　問題と目的
近年，日本列島には大規模な自然災害が幾度も発生
し，甚大な被害をもたらしている。特に，地震に関連し
た自然災害は，1995年 1 月17日午前 5 時46分，死者6,434
人を出す大震災となった「阪神・淡路大震災」，2004年
10月23日午前 5 時56分，関連死を含め68人がなくなった
「新潟県中越地震」，2007年 7 月16日午前10時13分，死者
15名（うち震災関連死 4 名），重軽傷者2,345人となった
「新潟県中越沖地震」1）。そして，2011年 3 月11日午後 2
時46分に発生した「東日本大震災」や2016年 4 月14日午
後 9 時26分に発生した「熊本地震」は記憶に新しい。
地震のみならず，集中豪雨や台風，それに伴う土砂災
害等も各地で発生し，多くの学校は避難する住民のため
の避難所として活用されている。文部科学省では，「学
校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」において，
学校施設の津波対策や避難所となる学校施設の在り方に
ついて検討を行い，「災害に強い学校施設の在り方につ
いて～津波対策及び避難所としての防災機能の強化～」
のまとめを緊急提言した。特に津波被害が想定され，地
域の避難所となる学校施設の在り方として，①地域の避
難所となる学校施設に関する基本的な考え方，②災害発
生から避難所の解消までのプロセス，③地域の避難所と
なる学校施設に必要な機能，④避難所としての学校施設
利用計画の策定，⑤避難所となる学校施設の地域におけ
る役割，⑥避難所となる学校施設の防災機能の整備と防
災教育等との連携による地域防災力の向上，⑦バリアフ
リー化や多機能トイレ，医療機器のための非常用電源等
が重要としている。 
養護教諭に関連する事項としては，④避難所としての
学校施設利用計画の策定の中の「障害のある児童生徒，
高齢者，妊産婦，感染症患者等の専用スペースを確保し
た計画の策定」があげられるが，要配慮者へどのような
配慮が必要かについては，「それぞれ，あらかじめ，対
応の用意をしておくことが望ましい」等と記載されてい
るにとどまり，学校の状況に応じた対応が求められてい
る。学校職員の中で，唯一医学的専門知識を持つ養護教
諭には初動の救急処置活動を始め，多くの役割が今以上
に期待されている。
一方，1995年の阪神・淡路大震災や地下鉄サリン事件
以降，災害看護の分野では，看護界全体としての災害看
護の活動方法を体系化し，共有できる知識体系を確立
する必要があるとして，日本災害看護学会が設立され
（1998年），国内の自然災害だけでも「新島近海地震・三
宅島噴火・東海集中豪雨・沖縄県渡名喜島における台風
16号被害・新潟県中越地震・兵庫県西部地域の水害（台
風 9 号）・東日本大震災」他，様々な災害に関する活動
から得られた知見を蓄積している。
また，平成21年（2009年）度より適用となった看護基
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礎教育の新カリキュラムにおいて「災害直後から支援で
きる看護の基礎的知識について理解する内容」を教育す
ることが明示された。その後，「災害看護学・国際看護
学（医学書院　2010年）」等の教科書的書籍が発刊され，
災害看護の基礎知識の他，「子どもに対する災害看護」
として，①年齢別にみたトラウマ後のストレス反応とそ
の対応，②親を失った子どもと周囲の大人への支援，③
災害サイクルに応じた子どもへの看護など，養護教諭養
成教育としても非常に参考となる教育が行われている。
養護教諭の分野では，東日本大震災以降，自然災害発
生時の養護教諭の活動についての報告が出されているも
のの，その内容の多くは，事例報告や体験談等にとどま
り，その活動方法が体系化され共有できる知識の蓄積と
なっているとは言い難い。加えて，現在の養護教諭の年
齢構成は40～50歳代が全体の 3 分の 2 を占め，今後間も
なく，東日本大震災を経験した熟練養護教諭の大量退職
時代を迎える。（図 1 ）
看護学部を卒業し養護教諭の免許を取得して養護教諭
として採用される者は，看護基礎教育の新カリキュラム
における「災害直後から支援できる看護の基礎的知識に
ついて理解する内容」を履修した後，養護教諭として採
用されるが，教育系大学の養護教諭養成課程等で教育さ
れた学生が，災害発生時に被災した子ども及び避難住民
に対応するためにどのような教育を受けているのかは，
整理されていない。
そこで，大規模自然災害発生時の対応に備えた養護教
諭志望学生対象教育プログラム開発の基礎資料を得るこ
とを目的として，教育系大学の養護教諭養成課程等で開
講されている「災害関連科目」のシラバスを整理した。
2 　方　　法
日本教育大学協会全国養護部門の会員名簿に掲載され
ている 4 年制大学において会員登録されている教員が開
設している授業科目の中から授業内容の中に「災害」と
いうキーワードが入っている「科目」を抽出した。当初，
2017年度の会員名簿に記載されている教員のシラバスに
ついて調査する予定であったが，2017年度に新会員と
なった教員のシラバスが掲載されていない大学があった
ため，2016年度のシラバスを調査することとした。調査
対象としたシラバスは「北海道教育大学　教育学部　札
幌校」，「弘前大学　教育学部　教育保健講座」，「茨城
大学　教育学部　教育保健教室」，「埼玉大学　教育学
部　学校保健学講座」，「千葉大学　教育学部　養護教諭
養成課程」，「東京学芸大学　教育学部　芸術スポーツ科
学系　養護教育講座」，「静岡大学　教育学部　養護教育
専攻」，「愛知教育大学　教育学部　養護教育講座」，「大
阪教育大学　教育学部」，「岡山大学　教育学部」，「熊本
大学　教育学部　養護教諭養成課程」に所属し，名簿掲
載されている教員が担当している授業のシラバスである。
上記11大学の構成人数は表 1 のとおりである。
なお，調査した大学の中には，同じ科目名で複数開講
している場合が見られた。学生を幾つかのグループに分
け開講していることも推測されたため，開講科目数は算
出せず，開講されている科目の内容に着目して抽出した。
抽出にあたっては「災害」というキーワードが入ってい
るものとしたが，「学校管理下での災害」や「危機管理的
な対応」等，自然災害等の「災害」とは考えられないもの，
あるいは明確な区別がつかないものは抽出の対象から外
すこととした。なお，1 大学は2017年度のシラバスのみ
閲覧可能な状態であり2016年度のシラバスを確認するこ
とができなかった。当該大学の構成教員を確認したとこ
ろ，2016年度・2017年度が同じ教員であったため，その
大学については2017年度のシラバスを調査した。
3 　結　　果
11大学のうち，養護教諭志望学生向けの「災害」に関
連した科目が開講されていた大学は 5 大学であった。開
講科目及び記載されていた内容は「臨床医科学Ⅱ（救急・
災害医学）」の中の〈放射線事故〉・〈震災対応〉・〈自然
図1　養護教諭本務教員数　＊平成25年度学校基本調査より作成
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表 1　 日本教育大学協会全国養護部門会員
大学（ 4年制）における会員数
会員数
Ａ大学 7 人
Ｂ大学 5 人
Ｃ大学 6 人
Ｄ大学 5 人
Ｅ大学 6 人
Ｆ大学 5 人
Ｇ大学 4 人
Ｈ大学 7 人
Ｉ大学 6 人
Ｊ大学 7 人
Ｋ大学 6 人
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災害〉・〈震災・自然災害への対処〉，「学校における健康
と安全」の中の〈災害と学校安全─地域と防災〉・〈災
害にあった子どものこころのケア〉，「養護活動演習」の
〈災害発生時の養護教諭の活動〉，「健康相談活動Ⅱ」の
中の〈災害や事件・事故発生時の子どものこころ〉，「学
校安全と危機管理」の中の〈学校防災の進め方 1 〉・〈学
校防災の進め方 2 〉・〈学校の危機管理マニュアルの考え
方〉・〈避難訓練の考え方と進め方〉・〈危機管理のシミュ
レーション演習（卓上訓練）〉，「臨床実習Ⅰ」の中の〈日
本赤十字社災害時高齢者生活支援講習〉，「救急処置」の
中の〈災害における学校の役割〉・〈学校救急処置につい
てのグループワーク（災害）〉等であった。
他に 1 大学は教職基礎科目等として「学校安全」が開
講され，〈防災・防犯訓練の実際〉の内容が教育されて
いた。当該大学は過去の経験により，防災・防犯の観点
から教職基礎科目として防災関連科目が開講されている
と推測される。この科目は，内容が養護教諭に特化した
内容であるか，判断がつかなかったため，対象外とした。
（表 2 ）
災害発生時の養護活動は，平常時の活動とは異なる対
応を求められる。しかし，「災害」関連科目が開講され
ていない大学もある。開講されていたとしても，現在の
教育系大学養護教諭養成課程等での「災害」関連科目の
開講は，内容・開講時間とも非常に少ない状況であった。
4 　関連分野における災害関連書籍の状況
［看護教育における『災害看護』］
平成19年 4 月，看護基礎教育の充実に関する検討会
から，「看護基礎教育の充実に関する検討会報告書（厚
生労働省）」が出された。報告書では，看護師教育（ 3
年課程）の教育内容改正の中で統合分野について，「統
合分野は，『在宅看護論』と『看護の統合と実践』を教
育内容として新たに位置づけた。～中略～　具体的に
は，卒業後，臨床現場にスムーズに適応することができ
ることを目的とし，各看護学で学んだ内容を臨床で実際
に活用していくことができるよう，チーム医療及び他職
種との協働の中で看護師としてのメンバーシップ及び
表 2　「災害看護」関連科目の開講状況　（2016年度）
担当教員の専攻 授業科目 内　　容
Ａ大学
Ｂ大学
学校保健
小児保健
臨床医科学Ⅱ
（救急・災害医学）
放射線事故
震災対応
自然災害
震災・自然災害への対処
（複数で担当） 学校における健康と安全
災害と学校安全─地震と防災
災害にあった子どものこころのケア
Ｃ大学
Ｄ大学
Ｅ大学 養護実践学
養護活動演習 災害発生時の養護教諭の活動
健康相談活動Ⅱ 災害や事件・事故発生時の子どものこころ
Ｆ大学
学校保健
保健科教育法
学校安全と
危機管理
学校防災の進め方 1
学校防災の進め方 2
学校の危機管理マニュアルの考え方と作成
避難訓練の考え方と進め方
危機管理のシミュレーション演習（卓上訓練）
Ｇ大学
Ｈ大学 小児保健 臨床実習Ⅰ 日本赤十字社災害時高齢者生活支援講習
Ｊ大学 学校保健医科学 救急処置
災害における学校の役割
学校救急処置についてのグループワーク（災害）
Ｋ大学
Ｉ大学
複数教員が
それぞれ開講
＊学校安全
　（「教職基礎」として開講）
防災・防犯訓練の実際
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リーダーシップを理解すること，看護をマネジメントで
きる基礎的能力を身につけること，医療安全の基礎的知
識を修得すること，災害直後から支援できる看護の基礎
的知識について理解すること，国際社会において，広い
視野に基づき，看護師として諸外国との協力を考えるこ
とができること等の内容を含む」とした。そして，「看
護の統合と実践」に 2 単位が当てられている。それを受
け，医学書院，放送大学等から「災害看護学・国際看護
学」が出版され，メヂカルフレンド社，MCメディカ出
版，南江堂等から「災害看護」・「災害看護学」等の教科
書的な書籍が出版されている。なお，各書籍には，基本
的な知識の他，「被災地における災害時の看護活動」・「被
災者の心理・支援者の心理の理解」など，具体的な看護
活動の内容のほか，支援者としての看護職自身のストレ
スに関する内容も含まれており，災害発生時，被災者の
救護活動等，被災地の初期対応にあたることが期待され
る養護教諭にとっても示唆の多い内容となっている2）－8）。
［養護教諭関連の書籍］
平成28年 2 月，「養護教諭のための現代の教育ニーズ
に対応した養護学論─理論と実践─　岡田加奈子　河
田史宝　編著　東山書房」9）が出版された。「養護教諭と
学校安全・危機管理」の章の中に，［災害安全］として
項立てされ，「災害時の学校の役割」「これまでの災害と
養護教諭」「災害時の養護教諭の役割」「災害時における
保健室の在り方」「災害時の養護教諭の支援体制づくり」
「『災害養護』という役割」等の内容が記載されている。
しかし，記載されているページ数は引用・参考文献を除
き 4 ページ程度である。内容的には災害看護教育として
2 単位を履修することになっている看護教育とは比にな
らないが，「災害養護」という概念が紹介され，今後に
期待される内容となっている。
5 　まとめ
大規模自然災害発生時の対応に備えた養護教諭志望学
生対象教育プログラム開発の基礎資料を得ることを目的
として，教員養成系大学の養護教諭養成課程等で開講さ
れている「災害関連科目」のシラバスを整理した結果，
「災害に関連する内容」について授業を開講している教
育系大学の養護教諭養成課程等は，11大学中 5 大学で
あった。
東日本大震災を経験し，その後異動した学校におい
て，健康診断が落ち着いた時期になると抑うつ的な気分
に陥り，スクールカウンセラーの支援を受けた養護教諭
は，そのスクールカウンセラーから，気分の落ち込みが
震災の影響だとの説明を受け，「震災の影響で気分の変
動があるということを事前に知っていたならば，もう少
し楽な気持ちでいられたかもしれない」と話していた10）。
また，筆者が行ったＡ地方養護教諭研修会（テーマ：「『東
日本大震災と養護教諭』～体験を通して伝えたいこと～」
の事後アンケートにも，震災対応の研修会の機会を要望
する声が，多数寄せられている。現職の養護教諭でさえ，
今後，起こる可能性が高い大規模自然災害に対応するた
めの研修の機会や研修プログラムの開発を希望している。
これから養護教諭になろうとしている学生にとっても，
ニーズの高い内容であると考えられる。養護教諭の多く
は，学校に 1 名の配属であり，看護系大学の卒業生は大
規模自然災害発生時の対応ができるが，教員養成系大学
の卒業生は対応ができないという状況は許されるもので
はない。
今後，首都直下型地震や東海沖地震等に関わる大規模
自然災害が起こる可能性は高いと言われており，養護教
諭にも，今以上の初期対応のスキルが求められることが
予測される。どのような事態が訪れても，ある程度の対
応ができるように，学生時代に体系的な知識と実践的な
技術を身につけることが必要である。また，大規模自然
災害発生時にどのような状況になるのか，どのように対
処すべきか，あらかじめある程度知識を得ておくことは，
ストレスコーピングになると思われる。災害非常時にお
ける養護教諭の活動に関する体系的な教育内容の整備と
学習の機会の確保は喫緊の課題である。
注
本研究はJSPS科研費16K12370の助成を受けたもので
ある。
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